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中小企業再生時の変革型リーダーシップと理念創成
―たむら社の事例から―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　佐　竹　恒　彦

はじめに

　経営不振の中小企業 1）が自力で再生2）を果たすには、経営資源を有効活

用する合理的な経営戦略（以下、戦略）や利益計画（以下、計画）が欠か

せない。しかし、たとえ合理的な戦略や計画を有し、優れたマネジメント

がなされたとしても、経営者3）の真のリーダーシップ（以下、リーダー

シップ）が十分に発揮されなければ、中小企業再生の実現性はきわめて乏

しい。

　太田［2009］が、「持続型再生の基本条件」は「経営者のリーダーシッ

プ」であり、「『経営者たる人』のリスク対応能力が先にあって、すべての

リスク対応が成り立つ」と主張しているように 4）、金融機関が中小企業の

再生支援で最重視している基準は、中小企業庁［2011］によれば、「経営

者の資質・経営改善への意欲」と回答した金融機関の割合が最も高い5）。

また、金融機関にとって支援継続の障害となる要因は、「経営者の経営改

善に対する意欲の弱さ」が最も高く6）、このことからも、中小企業再生を

果たすには、リーダーシップが大きく問われているといえる。

　さらに、Collins & Porras［1994］が「ビジョナリー・カンパニーは、

目標、戦略、戦術、組織設計などで、基本理念との一貫性を持たせている」

と指摘したように7）、経営者のホンネや計画、戦略などと整合性のある本

物の経営理念（以下、理念）が明確でなければ 8）、中小企業再生に求めら

れるリーダーシップが十分に発揮されているとはいい難い。つまり、理念

は、組織文化の形成・維持や変革に携わるリーダーシップに不可欠の要素
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とする指摘があるように9）、中小企業が本格かつ持続型の再生を果たすた

めには、借り物ではない明確な理念に支えられたリーダーシップが存分に

発揮される必要がある。

　リーダーシップを支える明確な理念創成後に、この理念を拠り所とし、

これを達成するための戦略や計画を検討する「理念→戦略→計画」型の検

討プロセスが、多くの論者によって提唱されている10）。しかし、理念は、

戦略や計画に比べ、象徴的な飾り物とされている場合が多く11）、実際の経

営の現場では財務的な数値計画ばかりが議論され、理念については無視さ

れてしまう傾向にある。それゆえ、経営不振の中小企業の多くには、そも

そも経営者のホンネや計画、戦略と整合性のある明確な理念が存在せず、

当該理念を早期に創成する方法に関する議論が十分になされているとはい

い難い。

　そこで、本稿では、筆者が、経営人類学 12）などで用いられる参与観察法

におけるインタビュー調査13）などを実施してきた千葉県における中小企業

である「たむら社」の再生事象をもとに、中小企業再生時に有効とされる

変革型リーダーシップの拠り所となる理念が、「計画→戦略→理念」型の

理念創成プロセスによって、当該リーダーシップが開発される可能性につ

いて検証する14）。

　このプロセスの有効性を明らかにするためには、理念が実際に機能して

いる組織現場の参与観察が必要不可欠となる15）。これまでは、静的な所与

として理念を捉えた研究は多い。しかし、本稿では、計画から戦略が導か

れ、その後に理念が創成されていく過程から中小企業再生時に求められる

リーダーシップが開発されていく一連の動的な事象の深い記述と分析を行

う質的研究の事例研究（case study）を行うために、この参与観察などに

よるデータ収集法を採用した。

　本稿では、まず、リーダーシップの概念と中小企業再生などに有効と推

定される変革型リーダーシップの概念を整理する。つぎに、中小企業再生
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時のリーダーシップ開発に有効と考えられる理念創成のプロセスモデルで

ある「計画→戦略→理念」型の仮説を裏付ける理論的根拠について、佐竹

［2020］などにもとづいて再確認する。つづいて、「たむら社」における再

生事象を分析する事例研究法によってこれを検証する。

　事例研究法による仮説の検証では、理論のトライアンギュレーション

（triangulation）という三角測量、すなわち一つの課題に対する研究で異

なった理論的見方を適用させ、パターン適合の分析手法によりその有効性

を探る16）。

Ⅰ　中小企業再生時のリーダーシップ

１．リーダーシップの概念

　伊丹・加護野［2003］は、「人について行こうと思わせ、そして彼らを

まとめる属人的影響力」としてリーダーシップを定義し17）、図１に示すと

おり、リーダーシップは、理念と人による統御を構成するマネジメントの

一つの部分であるとしている18）。

　つまり、マネジメントは、「戦略による統御」、「経営システムによる統

御」、「理念と人による統御」という三つの経営の働きかけであるとしてい

図１　リーダーシップの位置づけ
出所：伊丹・加護野［2003］377頁
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るが、リーダーシップは、この「理念と人による統制」の中のさらに一つ

の項目として位置づけられているとし、リーダーの属人的特性で集団の統

御をしていくためのリーダーの持つべき「力」であると指摘している19）。

　伊丹・加護野がリーダーシップをマネジメントの一部であると主張する

一方で、Kotter［1999］は、図２に示すとおり、リーダーシップ機能とマ

ネジメント機能を明確に分け、「リーダーシップとは変革を成し遂げる力

量を指す」と定義している20）。つまり、リーダーシップは、「組織の将来は

どうあるべきかを明らかにし、そのビジョンに向けて人材を整列させ、さ

らに待ちかまえる障害をものともせず、必要な変革を実現する方向に人材

を鼓舞するというプロセス」とし、変革を成功させる重要なプロセスとし

て定義したのである21）。

　また、Kotterは、意義ある変革を成功に導く原動力はリーダーシップで

あって、マネジメントではないと主張し、十分なリーダーシップが発揮さ

れなければ、新戦略やリエンジニアリングなど、どのような変革であろう

と、成功の可能性は低くなると指摘した22）。

　他方、マネジメントとは、「計画立案、予算作成、組織化、人員配置、

コントロール、問題解決を通して、既存システムの運営を続けること」で

図２　リーダーシップ機能とマネジメント機能
出所：Kotter［1996］113頁に依拠し筆者作成
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あるとし23）、「人材と技術を管理する複雑なシステムをつつがなく進行さ

せるためのさまざまなプロセス」であるとKotterは定義した24）。すなわち、

マネジメント機能は、環境にうまく対処するための当面の目標を定め、そ

の達成に向けて詳細な計画立案と予算策定から着手し、組織化と人材配置

によって計画を抜かりなく達成することを目指すものであると主張してい

るのである25）。

　しかし、リーダーシップ機能は、将来ビジョンを実現するための変革の

戦略を用意し、将来ビジョンなどの一つの目標に向けて組織メンバーの心

を統合する26）。つまり、「方向を設定する」という将来に向けてのビジョ

ンと変革を実現させる戦略を設定し、「人材をある方向に向けて整列させ

る」ことに努め、「モチベーションと意欲昂揚」について検討し、人材を

鼓舞することがリーダーシップ機能なのである27）。

　このように、平時においては有効な一定のルールに依拠し、予算や人々

を統制・管理するマネジメントとは異なり、危機的状況を打破するための

企業変革、すなわち中小企業再生が求められている非常事態時においては、

人々が再生に向かって自発的に動き出すのに属人的な影響力を与えるプロ

セスであるリーダーシップの重要性はより高まるといえる。

　さらに、従前では、地位や権限、財力、強制力などによって人々を統率

するという考えが主眼であったが、民主主義や人権が重視される現在にお

いては、このような強制力で人々を引っぱっていくことは、リーダーシッ

プの中核概念ではなくなってきており、リーダーシップを十分に発揮する

ためには、リーダーと人々との間に安定した信頼関係の存在が最も重要な

前提となっている28）。

２．中小企業再生と変革型リーダーシップ

　中小企業経営におけるリーダーシップの重要性に関する研究の蓄積が進

んでいる（たとえば、Lubatkin, Smsek, Ling & Veiga, 2006; 佐竹, 2020; 
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高石, 2012など）。

　Lubatkin, Smsek, Ling & Veiga［2006］は、企業全体に及ぼす経営トッ

プの影響力は、大企業に比べ中小企業において絶大であると主張している。

また、高石［2012］は、「中小企業が存続・成長するためには、経営者の

リーダーシップの下での全社的な改善・改革に向けた不断の努力の積み重

ねが重要」とし29）、「従業員規模の小さな企業では、戦略的柔軟性の高低に

係わりなく、変革型リーダーシップが直接的に従業員の率先行動に影響を

及ぼし、経営者のリーダーシップは、従業員規模が小さくなるにつれて、

直接的に従業員に影響を及ぼす」と分析しており30）、中小企業における変

革型リーダーシップの有効性について論じている。

　変革型リーダーシップ（transformational leadership）は、過去の成功

体験から脱却し、未来の変化を先読みしながら、企業組織の変革を導いて

いこうとする理論であり、Burns［1978］やBass［1985・1996］、Bass & 

Avolio［1994］らによって提唱された。

　Burns［1978］は、ガンジーやジョン・F・ケネディといった政治リー

ダーの行動研究から、交換型（transactional）31）と対比させた概念として

変革型リーダーシップを提唱した。つまり、変革型リーダーシップとは、

フォロワーが本来持っているはずのより高次の欲求や願望を充足させよう

とするリーダー行動を指しており、フォロワーの全人格と関わりながら、

高いモラル性を持って、フォロワーの価値観や態度を変化させ、組織に好

ましい結果をもたらそうとするリーダーシップである。

　Bass［1985］は、Burns［1978］による理論をさらに発展させ、組織全

体を視野に入れ、フォロワーの潜在的な能力を限りなく引き出すことを目

的とした、よりマクロ的な視点からのリーダー行動を、変革型リーダー

シップと定義した32）。

　また、Bass & Avolio［1994］は、交換型リーダーシップと変革型リー

ダーシップは相対立するものではなく、フォロワーの努力を引き出すため



中小企業再生時の変革型リーダーシップと理念創成

9

に並存していると指摘した。変革型リーダーシップは、四つの I’sから成

るとし33）、最適なリーダーシップスタイル（Optimal Profile）は、変革型

リーダーシップ（I’s）や成果に応じて報酬を与える行動（CR）34）を中心と

する交換型リーダーシップを頻繁に用いるリーダーが、有能であるとして

いる35）。一方で、交換型のリーダーシップである能動的な例外時に罰を与

える行動（MBE－A）や受動的な例外時に罰を与える行動（MBE－P）、放

任型リーダーシップ（LF）の頻度が高くなるにつれ、貧困なリーダーシッ

プスタイルであるとしている36）。

　さらに、Bass & Avolio［1995］は、企業変革や再生に有効とされてい

る変革型リーダーシップの尺度であるMultifactor Leadership Question-

naire（MLQ）を開発しており、佐竹［2020］などでは、このMLQ（5－X 

Short Form）を活用した研究結果から、明確な理念を拠り所とするリー

ダーシップの重要性と中小企業再生時のリーダーシップ開発に有効と考え

られる理念創成プロセスの可能性について検討している37）。

　本稿では、佐竹［2020］の研究をさらに精緻化するために、たむら社の

再生事例をもとに、当該理念創成プロセスの有効性について検証を試みる

こととする。

Ⅱ　変革型リーダーシップと理念

１．変革型リーダーシップにおける理念の重要性

　リーダーシップにおける理念38）の重要性に関する議論も多い（たとえば、

Bennis & Nanus, 1985; Greenleaf, 1977; Koestemburm, 2002; Kotter, 

1996・1999; 金井, 1986・2007; 伊丹・加護野, 2003; 佐竹, 2020など）。

　Bennis & Nanus［1985］は、変革に成功した経営者など90人にインタ

ビュー調査を行った結果、成功したリーダーは、全員ビジョン39）志向であ

ると指摘している40）。そして、ビジョンは人に活力を与え、精神を高揚さ

せ、目標を実現するための行動を起こさせる41）。したがって、リーダーは
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ビジョンによって、組織の現在と未来をつなぐ重要な橋をかけるとし、

リーダーシップの成功にビジョン、すなわち理念が欠かせないと主張して

いる42）。

　Greenleaf［1977］は、何よりも基盤になるミッションの名の下に発揮

される 「サーバントリーダーシップ（servant leadership）」という概念を

提示した43）。これは、「サーバント・リーダーとは、そもそもサーバントで

ある。まず奉仕したい、奉仕することが第一だという自然な感情から始ま

る。それから、意識的な選択が働き、導きたいと思うようになるのだ」と

いう考えが基礎となっている44）。つまり、この概念は、自分が達成すべき

ことや夢に対して強い使命感を持ち、それを実現するために自らの意志で

サーバントに徹し、大きなビジョンを描いて、部下が本当に困っていると

きにはコーチングを行いながら、自分が信じる理念の実現のために邁進し

ている人たちをしっかり支援しようとするリーダーシップを指しているの

である45）。

　Koestemburm［2002］は、図３に示すように、リーダーシップとして

の偉大さ（greatness）を高めるためには、ビジョン（vision）や倫理

（ethics）46）、現実（reality）47）、勇気（courage）48）の４要素をバランスよく高

めていく必要性を「The Leadership Diamond Model（以下、LDM）」に

おいて示し、「Person f」のタイプが、理想であり真のリーダーシップの

あるべき広さ（姿）と主張するとともに、理念に相当するビジョン（V）

や倫理（E）の重要性について指摘している49）。

　さらに、佐竹［2020］などは、Bass & Avolio［1995］らによって開発

された変革型リーダーシップを測定するMLQ（5－X Short Form）を活用

した研究結果から50）、変革型リーダーシップの構成要素である理念に相当

する「理想的影響行動（idealized influence）」と戦略・計画・目標に相当す

る「鼓舞する動機付け（inspiration motivation」の度合いが、他の３要素

（「カリスマ（attributed charisma）」、「知的刺激（intellectual stimulation）」、
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「個別的配慮（individualized consideration）」）よりも高い状態であれば、

企業成長力が高く、好業績にあるリーダーシップとした。一方、企業成長

力の低い経営不振時におけるリーダーシップは、明確な理念や戦略・計画

などが存在せず、「理想的影響行動」や「鼓舞する動機付け」の度合いが他

の３要素よりも低い状態にあるとしており、中小企業再生に有効なPDCA

の継続実施には、戦略や計画のみならず、理念に裏打ちされたリーダー

シップの発揮が求められると指摘した51）。

　このように、ミッション、すなわち理念が明確であれば、理念の名の下

に従業員や関係者をまとめ、一つの方向に向かって組織力を結集させる

リーダーシップを発揮することによって、業績を向上させる可能性が高ま

ると考えられる。しかしながら、理念は、計画に比べ象徴的な飾り物とし

て扱われている場合が多く52）、目先の利益や企業業績と直結しない「タテ

マエ」として捉えられがちであり、無視されてしまう傾向にある。それゆ

え、経営不振状態にある中小企業の多くには、明確な理念が存在しない。

さらに、理念が曖昧な危機的状況に陥っている経営不振の中小企業におい

図３　The Leadership Diamond Modelとリーダーシップのタイプ
出所：Koestenbaum［2002］p. 188
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ては、どのようにして理念を創成していけばよいのかについては議論の蓄

積が進んでおらず、理念を早期に創成するための方法について議論を重ね

る必要がある。

２．理念創成プロセスとリーダーシップ開発

　Collins & Porras［1994］は、卓越した企業であり未来志向のビジョナ

リー・カンパニーを築くには、理念にあたる「基本理念」を文章化するこ

とが重要であるとし、そこには、「基本的価値観」と「目的」が明示され

ることを推奨している53）。また、「不利益を被るようになったとしても、百

年間にわたって守り続けていくべきものはどれか」などと自問することに

よって、どれが本物の「基本的価値観」なのかを見極める方法を示すとと

もに54）、「基本理念」を掲げるときには、「心から信じていることを表現す

ることが不可欠」であるとしている55）。すなわち、「理念を見出すには、

『会社を閉鎖し、清算し、資産を売却することもできるのに、そうしない

のはなぜなのか』などと自問し、組織が存在する理由をもっと深く、根本

的に考えることが重要である」と指摘している56）。

　しかし、Collins & Porrasは、「理念の文章化は早ければ早いほどよい」

と指摘しながらも、ビジョナリー・カンパニーの多くが「基本理念」を文

章化したのは設立から10年前後の大企業に成長する前だといった調査結果

から、発展途上の中小企業においては、「基本理念を文章化していなくて

も問題はない」としており、早期に文章化する方法については具体的に示

されていない57）。

　宮田［2004］は、「経営理念は、経営者の問題意識・能力・課題が社会

のニーズと結びついたところに形成される」とするとともに58）、理念は、

「創業者あるいは経営者の自己実現の結果」として形成されるべきもので

あると指摘した59）。そして、自己実現には、努力の方向を間違わないこと

が要点となり、努力の方向性を示してくれるものが「問いかけ」などの問
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題意識を含む動機づけであり、「経営理念に結晶化してゆくのは、この

『問いかけ』である」と主張した60）。

　さらに、宮田は、イエローハットの創業者である鍵山秀三郎氏の自己実

現による結果として理念が形成された事例から、Maslow［1970］の「欲

求５段階説」でいう「生物的欲求（生理的欲求・安定の欲求）」と「社会

的欲求（連帯の欲求・自尊の欲求）」の次元からなる「欠乏動機」状態が、

「自己実現の欲求（宗教的欲求）」である「成長動機」状態へと質的転換が

なされると同時に、経営者の内なる確信が理念へと転換していくとする理

念の形成過程を示した。

　一方、宮田は、理念のある中小企業のなかで最も経常利益が高いのは、

創業後11年～20年に経営理念を形成した企業であるとする調査結果から、

「経営理念の形成には時間がかかる」としており61）、理念を早期に創成する

ための具体的な方法については示されていない。

　しかし、危機的な状況にある中小企業における経営者の動機づけの観点

からは、宮田が示したMaslow［1970］の「欲求５段階説」にもとづく自

己実現プロセスの視角は示唆に富む。当該経営者が早期に欲しているのは、

理念ではなく危機的な状況を回避するための当面のカネや利益であること

が想定される。この当面のカネや利益を得ることが当該経営者にとって喫

緊の課題であり「ホンネ」である。したがって、理念の必要性や有効性を

意識しながらも、まずは、「生物的欲求（生理的欲求・安定の欲求）」とし

ての「ホンネ」である当面の利益の問題を直視し、そこから段階的に「自

己実現の欲求（宗教的欲求）」を充足させようとする「成長動機」へと進

む自然の流れのなかから、理念を見出していこうとするプロセスは、当該

経営者の関心度に応じた方法であり、より現実的でモチベーションが高め

られると考えられる。

　宮田のMaslowの欲求５段階説から理念が導かれる段階を示した概念

に62）、Ackoff［1971］・Ackoff & Emery［1972］の「理想追求システム」63）
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にもとづいた概念を加味して考察すると、当面のカネや利益の問題を克服

した状態にするための「①短期目標（goals）」である計画検討後に、「②

中長期目標（objectives）」や戦略を導き、そこから「③理想（ideal）」と

しての理念を検討していこうとするプロセスによる方法は、当該中小企業

においては、より現実的であり、有効であると推定している。

　つまり、経営不振に陥っている「欠乏動機」状態にある企業が、いきな

りMaslowのいう「自己実現の欲求」に相当し、高い理想である理念を検

討するよりは、「生理的欲求」や「安定の欲求」を満たす、すなわち目の

前にある当面の利益にかかわる問題を解決するための「①短期目標」を、

まずは設定することから着想する方がより現実的だからである。そのうえ

で「②長期目標」や戦略を検討し64）、そこから「③理想」である理念を導

くという段階を踏んだ「計画→戦略→理念」型の理念創成プロセスは、

「理念ありき」とする「理念→戦略→計画」型よりも、当該企業の経営者

にとっては受け入れやすく、実行意欲が高まると考えられるのである。

　佐竹［2020］は、この宮田らの視角を手掛りに、アシザワ・ファインテッ

ク社の再生事例から中小企業再生に求められるPDCAの継続実施に繋がる

リーダーシップを支える理念を早期に創成する有効な方法として、理念創

成プロセスの検討を試みた65）。そして、この結果から、危機的状況にある

経営不振の中小企業においては、「理念ありき」の「理念→戦略→計画」

型とは異なり、「計画→戦略→理念」型の理念創成プロセスによって、理

念を拠り所とし、PDCAの継続実施に繋がる変革型のリーダーシップが開

発されていく可能性を指摘した。

Ⅲ　事例研究

　つぎに、「計画→戦略→理念」型の理念創成プロセスによって、中小企

業再生に求められる変革型のリーダーシップが開発・発揮されていく可能

性について、たむら社の事例から検証していくこととする。
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１．たむら社の概要と再生の経緯

　株式会社たむら（本社所在地：千葉県松戸市）は、現在の代表取締役で

ある田村誠一郎氏（以下、田村氏）の父親によって1957年10月に創業され

た66）。同社は、資本金1,000万円、社員15名（2020年９月末現在：常勤のア

ルバイト・パート含む）規模の中小企業である。同社の主力事業は、公立

の中等学校と高等学校に通う生徒（以下、中高生）向けの学校制服（以下、

学生服）販売であり、千葉県内および東京都内に６店舗（千葉県内：五香

駅前本店、イトーヨーカドー松戸店、イトーヨーカドー流山店、アリオ蘇

我店、イオン鎌ケ谷店、東京都内：アリオ亀有店）を展開している。同社

の取り扱う学生服は主に菅公学生服株式会社製であり、売上高は482,375

千円（2020年度９月期）に上る。

　田村氏は、大学卒業後の1988年にアパレルメーカーのアクセサリーを取

り扱う子会社に入社し、1989年度に父親が経営する社員６名規模の株式会

社たむら洋品店（現たむら社の前身）に転職する。田村氏は、創業から49

期目となる2006年度に共同代表として同社の代表取締役に就任し（父親と

の共同代表）、2010年度（53期）には単独の代表取締役となって現在に

至っている。

　創業時のたむら洋品店は、下着から背広まで扱う総合衣料店であり（学

生服販売は近隣の中高生向けに一部のみ取り扱っていた）、学生服の本格

的な取扱いを開始したのは、本店のビルが建った1980年であったという。

「学生服店と婦人服店を専門化して、本店の１階が婦人ブティック、２階

で学生服とスポーツ用品の専門店として再スタートしたのがきっかけで、

当時は、子どもも今の倍はいましたし、学校もどんどん増えていった良い

時代だったと思います」と田村氏は当時を振り返る67）。

　しかし、田村氏が入社した1989年度以降は、少子化に伴って減収傾向が

進み、増収を図るために1994年頃からナイキ社製スニーカーなどの販売事

業なども手掛けることとなる。田村氏は、「靴の通販は、流行によって一
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時的に売上が伸びましたが、継続は難しかったです」と当時の厳しかった

経営状態を明かす。また、「『これが売れるだろう』と流行を予測したモデ

ルを、発売の７～８ケ月前の展示会で大量発注したり、海外へ出向いて、

売れそうなモデルを大量買いしたりと、かなり山師的な商売をしておりま

した」と述べている68）。

　図４に示すとおり、債務超過に陥り業績が改善しない状況下の2003年

（46期）において、田村氏は、経営を見直し、打開策を模索する中で、現

在の主力である学生服販売事業に特化する決断を下す。

　さらに、取り扱い品目を学生服に絞っていく一方で、同年の2003年にイ

トーヨーカドー（現ヨークプライス 五香店）への出店を開始し、多店舗

展開による事業の拡大に着手した69）。

　結果、46期の売上高は132,106千円（45期：120,778千円）、47期の売上高

は144,082千円の増収となるとともに、図５に示すように、46期の本業の

図４　売上高と純資産の推移
出所：たむら社の決算報告書等に依拠し筆者作成
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儲けを示すとされる営業利益は12,106千円（45期：992千円）、47期の営業

利益は16,542千円を計上し増益となった70）。

　そして、2006年度（49期）に共同代表として同社の代表取締役に就任し

た田村氏は、2006年９月（2007年度の50期）に、創業以来曖昧であった同

社における理念の明文化・制定に取り組むなど、経営者としてのリーダー

シップが存分に発揮されていくこととなった。結果、62期には純資産額が

14,562千円（61期：－2,571千円）となり、債務超過は解消され、直近期で

ある64期の純資産額は43,813千円にまで増加し業績を伸ばしている71）。

　このように、田村氏は、業績の低迷が続き債務超過に陥った状況下の

2003年（46期）において、学生服の販売事業に経営資源を集中させていく

とともに、多店舗化に着手するなどの計画や戦略を実行したことによって

増収増益を果たした。さらに、2006年９月（2007年度の50期）に、理念の

明文化に取り組むなど、経営者としてのリーダーシップが発揮されていっ

た結果、2018年（62期）には債務超過を解消し、持続型の再生が図られて

いったと考えられる。

図５　売上高・営業利益・営業利益率の推移（45期－47期）
出所：たむら社の決算報告書等に依拠し筆者作成
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２．計画と戦略

　2002年度（45期）における純資産額は－60,157千円という債務超過状態

にあり、たむら社は倒産の危機に直面していた。そこで、同社は、この状

態から抜け出すために、翌2003年度（46期）にイトーヨーカドーに出店す

るという多店舗展開（３店舗）によって増収と増益を図るための計画を検

討した。さらに、当該計画を合理的に実現させるために、それまで取り

扱っていたスニーカーなどの販売事業を縮小し、学生服の販売事業に経営

資源を集中させていく特化型の戦略とイトーヨーカドーに出店する販路開

拓戦略を同時に打ち出した72）。

　田村［2017］は、「学生服の予想売上と予想利益と人件費を考え、繁忙

期にはスタッフが常駐していますが、閑散期には採算が合わないので、普

段は無人にしている店舗もあります」とイトーヨーカドーへの出店を計画

した当時のことを振り返っており、当該店舗においては、購入客のアフ

ターフォローをイトーヨーカドーの社員が対応する仕組みを構築したとし

ている。また、イトーヨーカドーへの出店計画のメリットとして、「やは

り集客力です。広告に力を入れなくても、総合スーパーには大きな駐車場

があり、車で来るお客様に、その名前を出すだけで集まります」と述べて

いる73）。さらに、資金繰りが改善したきっかけとして、「販売先となる量販

店との新規口座を、新しく大手地銀に口座を作り、取引を始めました。入

学時は大きな売上が口座に入るので、銀行から条件の良い融資を受けるこ

とができるようになりました。借り換えによって、資金繰りがさらに改善

しました」として74）、コスト削減と増収を同時に実現させるとともに、資

金繰りのための計画を実行していったのである。

　さらに、田村氏は、「他社では景品や値引きなどのサービスで、消耗戦

を繰り広げていく傾向にありますので、お客様が、値引きなどがなくても

『当社の学生服を買いたい』と価値を見出す、商品政策に重点を置いてい

ます」とする方針を示している。また、この方針を実現させるために、
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「生地メーカーとの打ち合わせによって、オリジナルの生地を作る事もあ

りますし、他社が使っていない新しい機能を持った生地を積極的に採用し、

高度な技術を持った大手縫製メーカーに製造を依頼しています」とする戦

略を展開している75）。つまり、多くの競合他社は、メーカー規格の学生服

をそのまま仕入れて低価格化によって販売するという戦略パターンを選択

する傾向にある状況下で、たむら社は、生地や縫製、シルエットなどにこ

だわり、新しい機能を追加したオリジナルの学生服を企画・提案すること

によって差別化を図っていったのである。

　結果、人口減少と少子高齢化に伴って学生服市場の規模が縮小傾向にあ

る状況下で、たむら社の45期における売上高120,778千円と営業利益992千

円（営業利益率は0.8％）は、翌46期には売上高132,106千円、営業利益

12,106千円（営業利益率は9.2％）の増収増益となり、純資産額は－59,450

千円となって債務超過は圧縮された。

　このように、田村氏は、まずは、債務超過に陥っているという危機的な

状態にある現実の問題と徹底的に向き合い、この問題を解決するための計

画を検討したのである。そして、図６に示すように、当該計画を合理的に

図６　バリュー・イノベーション
出所：Kim & Mauborgne［2005］37頁に依拠し筆者作成
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実現させるために、コスト削減のみならず、質の高いサービスを顧客に提

供する「差別化と低コストを同時に実現」しようとする戦略、すなわち

Kim & Mauborgne［2005］のいう「価値を高めながらコストを押し下げ、

差別化と低コストをともに追求し、その目的のためにすべての企業活動を

推進する戦略」である「ブルー・オーシャン戦略」の土台となる「バ

リュー・イノベーション」を検討したと分析できる。すなわち、理念を明

文化するよりも先に、現実に生じている当面の問題を解決するための計画

を優先的にたて、当該計画を合理的に実現させるための戦略を検討して

いったと考えられるのである。

 

３．理念と再生プロセス

　前述のとおり、たむら社は、学生服の販売事業に特化するとともに、多

店舗化を図った結果、46期から47期にかけて増収増益を果たしたと考えら

れる。しかし、図７に示すように、その後の48期と49期の２年間にかけて、

本業の儲けを示すとされる営業利益ベースで減益に転じてしまう。そこで、

行き詰まりを感じた田村氏は、これまで曖昧であった理念を検討し、2006

年９月（2007年度の50期）に「HAPPY & SMILEの創造」という理念を

明文化した76）。

　田村氏は、当時のことを以下のとおり振り返っている。

　　　会員となっている中小企業家同友会のご指摘で、「経営理念」がな

いと、社員がどの方向に行くか分からないので、作らないといけない

と感じました。そんな時、任天堂の元社長　岩田聡氏の「ハッピーを

創り出す」という想いに共感し、「HAPPY」な状態を創造し、お客様

も私たちも笑顔になる商品、サービスを創り出したいということから、

「HAPPY & SMILE」という言葉が生まれました77）。
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　このように、業績の伸び悩みから行き詰まりを感じた田村氏は、理念に

相当する経営指針の必要性を強く提唱している中小企業家同友会における

会員活動がきっかけとなって78）、代表取締役就任から１年後の2006年９月

（2007年度・50期）に同社の理念を明文化した。そして、当該理念を明文

化した50期の売上高が175,573千円（49期は162,044千円）を計上して増収

となるとともに、営業利益は9,874千円（49期は9,327千円）を計上し、微

増ではあるものの対前年度比で増益となった。その後の62期の2018年９月

期には、純資産額が14,562千円（61期：－2,571千円）となり、債務超過は

ようやく解消され、直近期である64期の純資産額は43,813千円にまで増加

し、太田［2009］のいう「持続型再生」が図られていったと考えられる79）。

　たむら社の理念創成（明文化）と再生プロセスの概要を太田［2009］に

よる「倒産・再生のERM」を用いて整理してみると、図８に示されると

おりとなる80）。

　2002年６月（45）期時点における同社は、債務超過の危機的な経営状態

（純資産額が－60,157千円を計上）、すなわち太田のいう「保守的リスクマ

ネジメント」領域の「A Zone」という「倒産の局面」にあった。当時は

図７　営業利益の推移（48期－52期）
出所：たむら社の決算報告書等に依拠し筆者作成
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総合衣料店としてナイキ社製スニーカーなどの販売事業を展開していたが、

危機意識が強まった田村氏は、この状態から抜け出すための新たな計画を

模索し始めた。

　そこで、2003年６月（46）期にイトーヨーカドーという大手量販店に出

店する多店舗化計画（３店舗）と、当該計画を合理的に達成させるための

学生服の販売事業に経営資源を集中させる特化型の戦略を田村氏は打ち出

した。結果、たむら社は、増収増益（売上高は132,106千円、営業利益は

12,106千円）となるとともに、債務超過は減少した（純資産は－59,450千

円）。これは、倒産の危機的な状態を回避する太田のいう「応急再生（緊

急措置としての再生）」が多店舗化する計画と戦略によって図られた結果、

太田のいう「B Zone（進取的リスクマネジメント領域）」に移行したと考

えられる。

　しかし、その後の48期と49期の２年間にかけては、増収は果たしたもの

の、本業の儲けを示す営業利益が減益に転じてしまったことから、行き詰

図８　理念創成と再生プロセス
出所：太田［2009］11頁、たむら社の決算報告書などに依拠し筆者作成
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まりを感じた田村氏は、中小企業家同友会の助言に従って、創業以来曖昧

であった理念を検討し、2006年９月（2007年度の50期）に「HAPPY & 

SMILEの創造」という理念を導いた。

　たむら社の理念は、多くの既存研究において主張されている「理念あり

き」の「理念→戦略→計画」型とは異なる「計画→戦略→理念」型によっ

て、当面の問題を解決するための計画から戦略を検討した後に導出されて

いる。その後も、着実に債務超過額が圧縮されていった結果81）、2018年９

月期の62期における純資産は14,562千円を計上した。こうして債務超過が

解消されたことによって財務の健全性が高まり、太田の再生プロセスでい

う「C Zone」へと移行し、「本格再生」と「安定再生（持続型再生）」が

図られていったと考えられる82）。

　このように、同社の理念を明文化した50期は再び増収増益に転じた。し

かし、債務超過を解消できたのは、理念創成から12年後の2018年９月期で

ある。田村氏は、「2006年当時は、どちらかというと、理念は掲げただけ

であり、その意味や必要性が社員には理解されていなかったかもしれな

い」と述べている。また、「その後の2012年頃から、朝礼で理念の読み上

げを社員と一緒にするようになりました。そして、１年後の2013年から社

員の意識や行動が変化し始め、さらに業績を伸ばすことができたと思いま

す」と振り返っており83）、三井［2010］が、「『うちの組織には経営理念が

ある』と言う場合、書かれた文言として経営理念が存在しているという意

味ではなく、経営理念がそれを受け取る人々に解釈・再解釈されて、日々

の活動に現れているという意味である」と指摘したように、理念浸透の重

要性が今回の事例からも確認できたといえよう。

４．理念創成プロセスとリーダーシップ

　つぎに、たむら社における理念創成プロセスと田村氏のリーダーシップ

状態がどのように変化していったかを確認していく。
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　まず、Koestenbaum［2002］による「LDM」のフレームワークを活用

して、たむら社の理念が創成されていくプロセスと田村氏のリーダーシッ

プ状態を分析すると、図９に示されている流れで、前述したKoestenbaum

が真のリーダーシップのあるべき姿とする「Person f」のタイプへと変化

し、再生に求められるリーダーシップが発揮されていったと考えられる。

　つまり、田村氏は、まずは「理念ありき」ではなく、Koestenbaumの

いう「現実」要素を高める取り組み、すなわち2002年度（45期）における

純資産額が－60,156千円という債務超過にあり、倒産の危機に直面してい

るという現実に生じている問題と向き合い、この状態から抜け出すための

計画を模索する。

　そして、翌年の2003年度（46期）において、田村氏は、イトーヨーカ

ドーに出店する多店舗化（３店舗）計画を検討し、当該計画を合理的に達

成させるために、ナイキ社製のスニーカーなどの販売事業を縮小するとい

図９　理念創成プロセスとLDM
出所：Koestenbaum［2002］p. 18に依拠し筆者作成
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う決断を下すとともに、学生服の販売事業に経営資源を集中させる特化型

の戦略を打ち出すという「ビジョン」要素を明確化していったのである。

　また、その後の2006年９月、すなわち2007年度（50期）には、業績の伸

び悩みから行き詰まりを感じていた田村氏は、中小企業家同友会での活動

などをきっかけとして、「HAPPY & SMILEの創造」という理念を明文化

（創成）したことによって、「倫理」要素が明確化されていったと考えられ

る。

　さらに、前述したように、田村氏は、「2006年当時は、どちらかというと、

理念は掲げただけであり、その意味や必要性が社員には理解されていな

かったかもしれない」としている。また、「その後の2012年頃から、朝礼

で理念の読み上げを社員と一緒にするようになりました。そして、１年後

の2013年から社員の意識や行動が変化し始め、さらに業績を伸ばすことが

できたと思います」と述べている。ここからは、三井が、理念を受け取る

人々に解釈・再解釈されて、日々の活動に現れることが重要であると指摘

したように、社員に浸透した理念が拠り所となって、変革を実行する「勇

気」要素が醸成され、持続型の再生に不可欠なリーダーシップが段階的に

発揮されていったと解釈できる。

　最後に、図10で示すように、戦略と計画を検討した取り組みも含めた理

念創成プロセスの枠組みから、田村氏のリーダーシップと欲求の状態を分

析する。

　リーダーシップの状態は前述の「LDM」と変革型リーダーシップ

（TL）の概念を用いて確認し、欲求の状態については経営者の動機付けと

いう観点から、Maslowの「欲求５段階説」を援用した宮田の自己実現プ

ロセスの概念を用いて確認していくこととする。

　前述したように、2002年度（45期）における同社は、債務超過（純資産

額は－60,156千円）という倒産の危機に直面しており、宮田のいう「生物

的欲求（欠乏動機）」状態にあったと推定される。また、この時点では、
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再生を図るための具体的な計画や戦略が無く、理念も明文化されていない

状態であった。そこで、田村氏は債務超過という倒産の危機に直面してい

るという現実と向き合い、まずは「理念ありき」ではなく、この状態から

抜け出すための計画を模索し始めることとなるのである。

　TLの構成要素である「理想的影響行動」は理念を意味する経営者行動

であり、「鼓舞する動機付け」は目標設定・計画策定・戦略構築に相当す

る経営者行動である。したがって、明確な理念や戦略、計画がなく「理

念：無×計画・戦略：無」状態であった2002年度（45期）当時の同社にお

いては、「理想的影響行動」の度合いと「鼓舞する動機付け」の度合いが

相対的に「低」状態にあったため、TLも「低」状態にあったと考えられ

る。

　LDMの構成要素である「現実（R）」の度合いは、倒産の危機にあると

いう現実と徹底的に向き合い、計画や戦略の必要性を認識したという観点

図10　理念創成プロセスとリーダーシップ、欲求の状態
出所：2020［佐竹］93頁に依拠し筆者作成
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からは相対的に「高」状態にあったと推定される。しかしながら、計画や

戦略、理念は明確化されておらず、拠り所となる理念が社員にも浸透して

いなかったことから変革の実行力も乏しい状態であったと推定される。し

たがって、他の３要素（「ビジョン（V）」、「倫理（E）」、「勇気（C）」）の

度合いは相対的に「低」状態にあったと推定されるので、LDM全体の度

合いも「低」状態にあったと考えられる。

　2003年度（46期）には、前述したとおり、倒産という危機的な経営状態

から抜け出すための多店舗化計画とこれを合理的に達成させるための戦略

を検討し実行していった。こういった取り組みから増収増益となり、債務

超過を圧縮させたことによって、宮田のいう「生物的欲求（欠乏動機）」

状態から「社会的欲求（欠乏動機）」状態に移行したと推定される。

　また、危機的な状態から抜け出すための計画や戦略が明確化・実行され

たことから、TLの構成要素である「鼓舞する動機付け」やLDMの「ビ

ジョン」は相対的に「高」状態になったと考えられる。しかしながら、こ

の時点においては、理念は明確化されておらず、「理念：無×計画・戦

略：有」状態であり、理念に相当するTLの「理想的影響行動」やLDM

の「倫理」、「勇気」要素は「低」状態にあったことが推察される。した

がって、TLとLDMの全体の度合いは、相対的に「中」状態にあったと解

釈できよう。

　2007年度（50期）おいては、行き詰まりを感じていた田村氏は、理念を

明文化（創成）したことによって、宮田のいう「社会的欲求（欠乏動機）」

状態が、「自己実現の欲求（宗教的欲求）」である「成長動機」状態へと質

的転換がなされたと推定される84）。さらに2012年度では、朝礼などで社員

と共に理念を唱和する取り組みなどから、社員にも理念が浸透していった

と推察できる。その結果、「理念：有×計画・戦略：有」状態へと移行し、

TLの「理想的影響行動」やLDMの「倫理」、「勇気」要素も相対的に

「高」状態になったと考えられる。
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　多くの既存研究では、「理念：無×計画・戦略：無」状態の企業は、「理

念：有×計画・戦略：無」状態となってから、当該理念を達成させるため

に、「理念：有×計画・戦略：有」状態にすべきとする「理念→戦略→計

画」型のプロセスが提唱されている85）。しかし、たむら社においては、「理

念：無×計画・戦略：無」状態から、まずは「理念：無×計画・戦略：

有」状態となり、そこから「理念：有×計画・戦略：有」状態へと移行し

ていく過程で再生が図られていった。つまり、「計画→戦略→理念」型の

プロセスによって理念が創成されていった結果、当該理念を拠り所として、

再生に有効とされる変革型リーダーシップが発揮されていったと推定でき

るのである。

　以上から、たむら社のような経営資源の乏しい中小企業が倒産という危

機的な状態に直面している場合においては、理念の必要性は認識しつつも、

経営者の動機付けの観点からは、まずは当面の問題を解決するための計画

をたて、そこから当該計画を合理的に達成するための戦略を検討した後に、

計画および戦略と整合性のある理念を創成していこうとするプロセスは、

再生に有効とされる変革型リーダーシップが開発されていく可能性がある

と考えられる。

　また、単に理念を明文化するだけに留まらず、社員などのステークホル

ダーに浸透させていく取り組みは、変革や再生を果たしていく過程におい

て、きわめて重要であることが示されたといえよう。

まとめ

　本稿では、千葉県における中小企業である「たむら社」の再生事象をも

とに、中小企業再生時に有効とされる変革型リーダーシップの拠り所とな

る理念が、多くの論者が提唱する「理念→戦略→計画」型とは異なる「計

画→戦略→理念」型の理念創成プロセスによって、当該リーダーシップが

開発されていくとする仮説の検証を試みた。
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　本稿においては、まず、リーダーシップの概念と中小企業再生などに有

効とされる変革型リーダーシップの概念を整理することからアプローチし

た。つぎに、多くの既存研究とは異なる「計画→戦略→理念」型による理

念創成プロセスによって、中小企業再生時に求められる変革型リーダー

シップが開発される可能性を裏付ける理論的根拠について、佐竹［2020］

などにもとづいて再確認した。つづいて、「たむら社」における再生事象

を分析する事例研究法によってこれを検証した。

　結果、経営資源が乏しく、理念の曖昧な中小企業が、倒産という危機的

な状態に直面している場合においては、多くの論者が提唱する「理念→戦

略→計画」型とは異なる「計画→戦略→理念」型による理念創成プロセス

が有効である可能性が示された。

　つまり、理念の必要性は認識しつつも、まずは当面の問題を解決するた

めの計画をたてることが何よりも優先される必要があるということが改め

て確認できたのである。そして、当該計画を合理的に達成するための戦略

を検討し、そこから計画および戦略と整合性のある理念を創成していこう

とするプロセスは、再生に求められる変革型リーダーシップが開発されて

いく可能性があることが、たむら社の事例研究からも再確認できた。

　また、単に理念を明文化するだけに留まらず、社員などのステークホル

ダーに浸透させていく取り組みは、変革や再生を果たしていく過程におい

て、きわめて重要であることも示された。

　本稿は、これまであまり議論されてこなかった、理念が曖昧な中小企業

における理念創成と変革型リーダーシップ研究の精緻化を目指したもので

ある。しかし、本研究がさらに精緻化・一般化されるためには、検証すべ

き事例数を増やすとともに、実務的な検証を積み重ねる必要がある。
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注
 1）中小企業は、中小企業基本法第２条では、製造業その他では、資本金の額
又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が300人以
下の会社及び個人、卸売業は資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社
又は常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人、小売業は資本金
の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が50
人以下の会社及び個人、サービス業は資本金の額又は出資の総額が５千万円
以下の会社又は常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人として
定義されている。また、小規模事業者は、製造業その他が従業員20人以下、
商業・サービス業は従業員５人以下と定められている。

 2）本稿では、２期連続以上の債務超過を解消した状態で、経営の独自性を回
復した状態を「再生」として捉えている。

 3）本稿では、「経営者」は「経営トップ」として捉え議論している。
 4）太田［2009］230－231頁
 5）中小企業白書［2011］155頁
 6）中小企業白書［2011］156頁
 7）Collins & Porras［1994］116頁
 8）「本物の経営理念」とは、三井［2010］による「『うちの組織には経営理念
がある』と言う場合、書かれた文言として経営理念が存在しているという意
味ではなく、経営理念がそれを受け取る人々に解釈・再解釈されて、日々の
活動に現れているという意味である。そのような相互作用が存在しないので
あれば、経営理念は『絵に描いた餅』となってしまい、『実在はしていな
い』」（97頁）とする解釈でも捉えている。

 9）金井［1986］172頁
10）たとえば、Simons［2000］p. 17－18
11）槇谷［2008］1頁
12）経営人類学（Business AnthropologyあるいはAnthropology of Adminis-

tration）は、「企業や経営という現象に対して、文化人類学の手法（参与観
察）を用いて明らかにする」というものである（三井［2010］97－98頁）

13）参与観察としてのインタビューは、非構造化面接（open-ended interview）
法によって、2013年から2021年頃に実施した。

14）佐竹［2020］などでは、「計画→戦略→理念」型の理念創成プロセスの有
効性について指摘しており、この指摘を精緻化するために本稿において検証
を試みている。

15）三井［2010］94頁
16）「パターン適合」については、Yin［1994］142－146頁に依拠した解釈をし
ている。
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17）伊丹・加護野［2003］372頁
18）伊丹・加護野［2003］376頁
19）伊丹・加護野［2003］376頁
20）Kotter［1999］49頁
21）Kotter［1996］46頁
22）Kotter［1999］19頁
23）Kotter［1999］19－20頁
24）Kotter［1996］46頁
25）Kotter［1999］50－51頁
26）Kotter［1999］51頁
27）Kotter［1996］46－47頁
28）清水［2000］108頁
29）高石［2012］1頁
30）高石［2012］10頁
31）交換型リーダーシップとは、交換によって成立するリーダーシップであり、
ほとんどのリーダーとフォロワーの関係において見られるものである。たと
えば、族議員と呼ばれる政治家は、官庁の利益を養護するように行動するこ
とと交換に、官僚に対しリーダーシップを発揮する。また、そこで獲得した
資源による利益誘導的政治と交換に、有権者の支持を獲得する（日野, 2004, 
5頁）。

32）渕上［2002］40頁
33）四つのI’sとは、①idealized influence（理想化された影響力）、②inspira-

tional motivation（鼓舞する動機付け）、③intellectual stimulation（知的刺
激）、④individualized consideration（個別的配慮）を指す。

34）CR＝contingent reward
35）Bass, B. M, & Avolio, B. J.［1994］p. 5
36）MBE-A＝management-by-exception-actively、MBE-P＝management-by-

exception-passively、LF＝laissez-faire
37）佐竹［2007］などは、変革型リーダーシップの構成要素の一つである「理
想的影響行動」（「理念」に相当）は、企業成長力に直接的に影響を及ぼす要
因であるとしている。

38）「経営理念やビジョンは、組織にとって最も重要な価値基準を示しており、
事業領域の選択を行うときの根拠として位置づけられる」という指摘がある
ように（廣田, 2013, 119頁）、理念はビジョンと同義で捉えられている場合も
ある。

39）ビジョンとは、人を引きつける的であり、組織にとって望ましく、実現可
能な未来のイメージを指し、夢のような曖昧なときもあれば、目標やミッ
ション・ステートメントのように明確なときもある（Bennis & Nanus, 1985, 
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ているが、「ビジョン」は、中長期的展望に立った経営方針という観点から、
「戦略」として解釈している個所もある。

47）本稿でいう「現実（R）」は、現状分析から当面の問題を明らかにするとと
もに、その問題を直視し、その問題を解決するための短期目標や計画を模索
している状態を指す。

48）本稿でいう「勇気（C）」とは、困難な変革を実行に移す覚悟を決め、決断
した状態を指す。

49）Koestemburm［2002］p. 18
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56）Collins & Porras［1994］127頁
57）Collins & Porras［1994］129頁
58）宮田［2004］228頁
59）宮田［2004］46頁
60）宮田［2004］57－58頁
61）宮田［2004］67－68頁
62）宮田［2004］55頁
63）理想（ideal）→長期目標（objectives）→短期目標（goals）のように、短
期目標を選択・整序するのは長期目標であり、長期目標を選択・整序するの
が理想とする階層的関係を示している。この理想は、無限に近づくことはで
きるが実際には到達できない目的であり、どれか一つのgoalまたはobjective
を達成すると、その理想にさらに近接した他のgoalまたはobjectiveを追求す
るシステムである。また、このシステムは、「完全」（perfection）とか「最
終的に望ましいもの」（ultimately desirable）という概念をもち、それをシ
ステマティックに－相互関連したステップに従って－追求するシステムで
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ある（Ackoff, 1971, p. 667; Ackoff & Emery, 1972, pp. 240－241）。
64）伊丹・加護野［2003］が、戦略とは「市場の中の組織としての活動の長期
的な基本設計図」と指摘していることから、Ackoff & Emeryのいう「長期
目標」を「戦略」として解釈した。

65）佐竹［2020］は、中小企業再生時におけるPDCAの継続実施に求められる
リーダーシップ開発の観点から検討した。

66）田村［2017］は、「商人の娘だった母親が『商売がしたい』と言ったこと
がきっかけとなって、父親が脱サラして、株式会社たむら洋品店を設立した」
としている（4頁）。

67）田村［2017］4頁
68）田村氏は、「ただ、当時、スニーカーをお買い上げ頂いた学生さんが、今
は親御さんになり、お子さんを連れて学生服をご注文にいらっしゃることも、
往々にしてありますので、靴の販売もやっていて良かったことは多々ありま
す」とし、当該事業が現在の主力事業にプラスの効果を及ぼしているとも分
析している（田村, 2017, 4頁）。

69）64（2020年９月）期時点では、たむら社はヨークプライス五香店に出店し
ていない。

70）46期の対売上高営業利益率は9.2％（45期は0.8％、47期は11.5％）となり、
46期の純資産額は－59,450千円（45期は－60,157千円、47期は－57,234千円）に
まで圧縮された（百円単位を四捨五入）。

71）直近期の64期の売上高は482,375千円、同期の営業利益額は15,842千円（対
売上高営業利益率は3.3％）を計上している（百円単位を四捨五入）。

72）田村氏は、「スニーカーはネット通販中心に移行し、店頭販売～折り込み
広告、雑誌通販などコストのかかりすぎることはやめていきましたし、自分
は手を出さず若いスタッフにほとんどまかせるようにして、自分は学生服事
業に集中していきました」としている。

73）田村［2017］3頁
74）田村［2017］5頁
75）田村［2017］3頁
76）たむら社の理念は、「HAPPY & SMILEの創造」につづき、「私たちが販
売する商品を通して商品をご使用になるお客様とお届けする私達がともに
ハッピーになれること。そこには笑顔があることをイメージすることにより
商品を創造するところからアフターサービスにいたるまでの一貫した業務を
ハッピーに行える。どのような状態がお客様にとって、私達にとってハッ
ピーといえるのか？常に問いかけ、より多くのお客様の生活にハッピーとス
マイルを創りだすために私達は学び続け、前進し続けます」が明文化されて
いる。

77）田村［2017］2頁



34

78）たむら社は、千葉県中小企業家同友会の市川浦安支部に所属している。
79）57期は、決算月を変更し、2013年７月から2013年９月までの３ヶ月となっ
ている。

80）太田［2009］による概念図（11頁）を財務の健全性軸と時間軸の２軸のみ
で表現し、たむら社における理念創成などの重要な動きと純資産額などの経
営状態を加筆した。

81）決算期を変更した57期（2013年９月期）の純資産は、－32,111千円となっ
た（56期の純資産は－25,938千円であり、債務超過は増加した）。

82）62期の売上高は437,677千円を計上し、過去最高額となった。また、営業利
益は27,400千円を計上し、これも過去最高額となっている。

83）2013年６月（56）期の売上高は221,020 千円（55期は211,536千円）、営業利
益は12,407千円（55期は9,334千円）となり、再び増収増益に転じた。

84）Collins & Porras［1994］が、基本理念における目的は、単なるカネ儲け
を超えた会社の根本的な存在理由を示していると指摘したように（119頁）、
経済上の目的を超えた理念が創成されると、より広い視野に立ち、より意義
のある理想を追求してゆこうとする取り組みがなされるので、利益自体は企
業の理想や目的とはならず、この理想や目的を追求する手段としての意義を
もつことになる。したがって、理念が存在しない企業は、利益自体が目的と
なり、儲かるか儲からないかの次元に留まってしまう傾向にあるため、伊
丹・加護野［2003］のいう「組織を本当の生きた存在にする」ことが困難な
状態にあるといえる（347－349頁）。つまり、理念の無い企業は、相対的に組
織のパフォーマンスが低く、財務的な企業業績である利益を生みだしにくい
と考えられる。

85）Simons［2000］などの多くの論者が提唱する「理念→戦略→計画」型のプ
ロセスは平時においては有効と考えられる。
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